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６
月
議
会
に
お
い
て
福
間
小
学
校
改
修
工
事
の
工
期
延
伸
と
契
約
金
額
の
増
額
議
案

が
提
出
さ
れ
た
。工
事
延
伸
の
主
な
理
由
は
、①
砂
地
盤
で
あ
っ
た
た
め
に
当
初
計
画
し

て
い
な
か
っ
た
仮
設
の
土
留
め
工
事
が
増
え
た
こ
と
②
既
設
校
舎
に
対
し
て
の
騒
音
を

配
慮
し
た
工
事
を
行
う
た
め
一
斉
に
解
体
作
業
が
行
え
な
か
っ
た
こ
と
③
建
設
敷
地
が

狭
い
た
め
に
建
物
の
コ
ン
ク
リ―

ト
打
設
回
数
を
増
や
し
て
の
施
工
と
な
っ
た
と
説
明

が
あ
っ
た
。ま
た
施
工
を
進
め
る
に
あ
た
っ
て
は
市
が
確
認
を
し
、
認
め
た
こ
と
か
ら
施

工
業
者
に
は
問
題
な
く
責
任
の
す
べ
て
は
市
に
あ
る
と
の
見
解
を
示
し
た
。

　
６
月
議
会
に
お
い
て
総
務
文
教
委
員
会
で
は
全
員
反
対
で
否
決
と
い
う
異
例
の
採
決

が
あ
っ
た
。本
会
議
で
は
賛
成
少
数
で
否
決
し
た
。

　
市
は
今
回
の
事
態
を
重
く
と
ら
え
再
発
防
止
策
を
提
示
し
、
臨
時
会
の
開
催
と
な
っ

た
。臨
時
会
で
は
、
市
の
体
制
等
を
整
え
る
こ
と
を
明
確
に
し
た
こ
と
に
よ
り
、
全
員
賛

成
で
可
決
し
た
。

第
４
回
福
津
市
議
会
臨
時
会
（
平
成
30
年
７
月
13
日
開
催
）

全
員
反
対
で
否
決

主
な
討
論学

校
施
設
の
工
事
で
あ
り
、
子

ど
も
た
ち
の
安
全
を
第
一
と
し
て
、
最

初
の
設
計
や
組
み
立
て
が
あ
っ
て
し

か
る
べ
き
。市
民
の
税
金
で
費
用
を
新

た
に
追
加
支
出
す
る
こ
と
は
、
現
時
点

で
は
納
得
で
き
な
い
。

今
後
大
き
な
工
事
を
し
た
と

き
に
、
同
じ
轍
を
踏
む
懸
念
が
あ
る
。

共
同
で
努
力
し
て
な
し
遂
げ
て
い
く

と
い
う
体
質
が
市
の
ほ
う
に
見
受
け

ら
れ
な
い
。

６
月
議
会
総
務
文
教
委
員
会

賛
成
少
数
で
否
決

主
な
討
論施

工
条
件
に
つ
い
て
、
予
期
す

る
こ
と
の
で
き
な
い
特
別
な
状
態
が

発
生
し
た
こ
と
に
よ
る
契
約
変
更
で

あ
る
と
考
え
る
。設
計
図
書
で
明
示
さ

れ
て
い
な
い
施
工
条
件
が
発
生
し
た

場
合
の
工
期
変
更
及
び
工
期
延
長
に

伴
う
契
約
金
額
の
変
更
に
つ
い
て
は
、

市
が
答
弁
し
た
通
り
、
歩
掛
と
正
当
な

積
算
根
拠
に
基
づ
き
、
最
低
限
工
事
金

額
を
負
担
す
る
こ
と
は
、
契
約
約
款

上
、妥
当
で
あ
る
と
考
え
る
。

６
月
議
会
本
会
議

85
日
の
工
期
延
長
と
工
事
請

負
金
額
１
４
６
０
万
の
負
担
増
の
提

案
が
さ
れ
て
い
る
が
、
再
発
防
止
策
が

見
え
な
い
。ま
た
、
工
期
の
７
割
が
終

了
し
て
い
る
状
態
で
、
議
案
が
提
出
さ

れ
て
い
る
。こ
の
よ
う
な
状
態
で
の
議

案
提
案
に
疑
問
を
持
た
ざ
る
を
得
な
い
。

市
議
会
の
ご
指
摘
を
真
摯
に
受
け
と

め
、
以
下
５
点
、
特
に
注
意
を
も
っ
て

臨
ん
で
い
く
。

①
工
事
進
捗
状
況
の
全
員
協
議
会
等

で
の
随
時
報
告
②
工
期
の
管
理
の
徹

底
及
び
必
要
に
応
じ
た
直
近
の
議
会

で
の
議
案
上
程
③
契
約
約
款
に
基
づ

く
適
正
な
契
約
④
資
料
に
基
づ
く
市

議
会
へ
の
丁
寧
な
説
明
⑤
工
事
契
約

の
事
務
に
精
通
し
た
職
員
の
育
成
や

採
用

全
員
賛
成
で
可
決

主
な
質
疑

将
来
、
大
き
な
工
事
が
控
え
て
い

る
の
で
、
職
員
体
制
に
関
し
て
非
常
に

強
い
疑
義
が
あ
る
。そ
の
対
策
は
。

建
築
士
の
資
格
を
有
す
る
職
員
の

総
務
文
教
委
員
会

冒
頭
の
市
長
発
言

第
４
回
臨
時
会

採
用
は
、
本
年
度
Ｓ
Ｐ
Ｉ
試
験
を
実
施

し
た
こ
と
に
よ
り
応
募
が
あ
っ
て
い

る
。

主
な
討
論提

出
の
資
料
に
よ
り
、
い
つ
の

時
点
で
工
期
が
延
び
た
か
と
い
う
の

が
明
ら
か
に
な
っ
た
。専
門
家
の
採
用

が
本
当
に
必
要
だ
と
い
う
認
識
に
至

っ
て
い
る
、
是
非
こ
れ
を
実
証
し
て
い

た
だ
き
た
い
。公
契
約
条
例
の
制
定
な

ど
も
今
後
、是
非
検
討
さ
れ
た
い
。

主
な
討
論今

回
の
委
員
会
で
３
点
確
認

さ
れ
た
。①
工
事
に
お
い
て
、学
校
、地

域
住
民
の
要
望
を
把
握
す
る
こ
と
に

努
め
た
中
で
経
済
的
な
工
程
を
設
定

す
る
②
工
期
変
更
に
伴
う
重
要
な
施

工
変
更
が
行
わ
れ
た
際
は
、
速
や
か
に

議
会
に
報
告
③
一
級
建
築
士
等
の
技

能
を
持
っ
た
職
員
の
採
用
。こ
の
こ
と

を
し
っ
か
り
行
っ
て
い
た
だ
き
、
今
後

の
大
規
模
工
事
に
お
い
て
、
請
負
契
約

内
で
施
工
が
完
了
す
る
よ
う
望
む
。

賛
成

賛
成

賛
成

反
対

反
対

反
対

問答

会  計  名 歳  入 歳  出

一  般  会  計

合  計

差  引

特

別

会

計

224億6730万円

76億6197万円

9億6462万円

47億9440万円

1153万円

358億9984万円
8億2592万円の黒字

218億1347万円

76億2466万円

9億3331万円

46億9811万円

434万円

350億7391万円

国民健康保険

後期高齢者

介護保険

住宅新築資金

千円単位切り捨てのため合計は一致しません千円単位切り捨てのため合計は一致しません

平成29年度はこのように使われた。 　（一般会計）平成29年度はこのように使われた。 　（一般会計）

平
成
29
年
度

決
算
認
定

平
成
29
年
度
各
会
計
状
況

　
平
成
29
年
度
の
決
算
は
、
一
般
会
計

の
歳
入
決
算
額
は
２
２
４
億
６
７
３

０
万
円
、
歳
出
決
算
額
は
２
１
８
億
１

３
４
７
万
円
と
な
り
、
平
成
27
年
度
以

降
は
、
歳
出
決
算
額
が
２
０
０
億
円
を

超
え
て
い
る
。基
金
の
残
高
は
、
１
０

７
億
１
２
３
４
万
円
で
あ
り
、
対
前
年

度
比
で
減
少
。今
後
も
安
易
な
基
金
の

取
り
崩
し
に
頼
ら
な
い
よ
う
心
が
け

て
い
た
だ
き
た
い
。

　
市
債
の
残
高
は
、
一
般
会
計
で
２
０

１
億
１
５
３
５
万
円
、
特
別
会
計
で
６

９
７
万
円
。今
後
も
市
債
を
発
行
す
る

際
は
、
少
し
で
も
有
利
に
な
る
よ
う
な

努
力
を
重
ね
て
い
た
だ
き
た
い
。

　
歳
入
で
は
、
自
主
財
源
比
率
が
わ
ず

か
で
は
あ
る
が
増
加
に
転
じ
て
い
る
。

今
後
も
自
主
財
源
の
確
保
を
図
る
努

力
を
継
続
し
て
い
た
だ
き
た
い
。自
主

財
源
の
71
．６
％
を
占
め
る
税
収
は
、

人
口
の
増
加
に
伴
い
、
市
民
税
と
固
定

資
産
税
が
増
加
し
て
い
る
。し
か
し
、

総
人
口
の
伸
び
ほ
ど
個
人
市
民
税
は

伸
び
て
い
な
い
の
で
、
今
後
、
生
活
環

境
整
備
や
企
業
誘
致
等
、
生
産
年
齢
人

口
を
増
や
す
方
策
を
優
先
的
に
考
え

監
査
委
員
の
意
見

て
実
行
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
歳
出
で
は
、
扶
助
費
が
今
年
度
も
増

加
し
、
60
億
円
に
近
付
き
つ
つ
あ
る
。

こ
れ
は
、
年
少
人
口
の
増
加
に
よ
る
も

の
が
大
き
い
が
、
進
行
す
る
高
齢
化
の

影
響
も
あ
り
、
扶
助
費
も
今
以
上
に
増

大
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。ま
た
、

今
後
は
各
種
公
共
施
設
の
長
寿
命
化

計
画
や
管
理
計
画
を
き
ち
ん
と
立
て
、

健
全
な
財
政
運
営
に
臨
ん
で
い
た
だ

き
た
い
。

　
市
税
等
の
徴
収
は
、
毎
年
着
実
に
改

善
方
向
を
維
持
し
て
い
る
。近
隣
市
も

含
め
た
関
係
部
署
間
の
連
携
の
強
化

や
滞
納
者
と
の
き
め
細
や
か
な
応
対

の
結
果
と
し
て
評
価
し
た
い
。

　
し
か
し
、
依
然
と
し
て
、
一
般
会
計

及
び
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た
収
入
未

済
額
は
、
約
４
億
８
０
０
０
万
円
あ

り
、
特
に
滞
納
繰
越
分
の
徴
収
率
が
低

い
。今
後
、
滞
納
者
の
所
得
区
分
の
分

析
や
固
定
資
産
相
続
の
実
態
調
査
の

強
化
な
ど
、
よ
り
効
果
的
な
施
策
を
継

続
し
て
実
施
し
、
よ
り
一
層
の
徴
収
努

力
を
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

2 億     81 万円

26 億 5882 万円

91 億 1081 万円

20 億 8738 万円

0 万円

3 億　623 万円

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

1 億 9656 万円

18 億 4319 万円

6 億 7694 万円

26 億 1098 万円

1 万円

21 億 2169 万円

全
員
賛
成
で
可
決

本
会
議

千円単位切り捨てのため合計は一致しません千円単位切り捨てのため合計は一致しません
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●財政調整基金
　　　５８億７９６４万円
●教育施設建設準備基金
　　　１２億５１６７万円
●減債基金
　　　　３億７６８８万円
●まちづくり基金　
　　　２５億１０６８万円
●文化振興基金　
　　　　２億００００万円
●ふるさとづくり基金　
　　　　　　２５６７万円
●太陽光発電設備管理基金　
　　　　　　　　１３万円
●特別会計分基金　
　　　　４億６７６６万円

○業務の予定量
　年間総処理水量：５４５万５４８６㎥（福間４１９万８８７０㎥・津屋崎１２５万６６１６㎥）
　排　水　戸　数：２０，５７１戸
　主な工事
　　建設工事　管渠築造工事（畦町、東福間、八並、内殿）３億７３００万円
　　改良工事　管渠改築工事（東福間）  ６５３６万円
　　　　　　　マンホール蓋取り換え工事 （若木台）  １１４０万円
○収益的収入及び支出
　下水道事業収益　２０億１７８２万円
　下水道事業費用　１８億５５０９万円
○資本的収入及び支出
　資本的収入　　５億３７１０万円
　資本的支出　１０億２０３２万円
※資本的収入額５億３７１０万円が資本的支出額１ 0 億２０３２万円に対し不足する額４億８３２
１万円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１７２２ 万円、過年度分損益勘定留
保資金７７７０万円及び当年度分損益勘定留保資金３億８８２８万円で補てんした。

〈 基　金 〉

平成 29 年度福津市公共下水道事業会計決算認定（公営企業会計）

出資金　　　　　 ３７億５１２２万円　　（前年度　　３６億　８８９万円） ※１
貸付金（債権）　　　　　２１５３万円　　（前年度　　　　　２４７８万円） ※２
預　金（基金）　１０７億１２３４万円　　（前年度　１１０億１１２８万円） ※３

借　金（市債）　２０１億２２３２万円　　（前年度　２０３億　４０６万円）
借金の内訳　一般会計　２０１億１５３５万円　・　特別会計　６９７万円
注釈
　※１ 出資金　宗像地区事務組合（水道事業）、むなかた地域農業活性化機構など 10団体に出資。
　※２ 貸付金　住宅新築資金等貸付金。
　※３ 預　金　市の経営を将来安定し運営するため、目的別に積み立てている。

平成 29 年度一般会計
自主財源：　８７億　９５９万円　　（前年度　８１億７５３１万円）
依存財源：１３７億５７７１万円　　（前年度１３１億５５７９万円）
財源の構成割合 市税等の自主財源は３８.８％（前年度３８.３％）、地方交付税や国庫支出金などの
依存財源が６１.２％（前年度６１.７％）である。
財政構造の弾力性を測定する指標である経常収支比率は９３.３％（前年度９３.４％）

市の台所事情

市債残高の推移

自主財源比率

市債残高
（単位：千円）

35,726,483

平成25年度

35,000,000

30,000,000

25,000,000

20,000,000

15,000,000

10,000,000

5,000,000

11,000,000

10,800,000

10,600,000

10,400,000

10,200,000

10,000,000

9,800,000 平成26年度 平成27年度 ※平成28年度 平成29年度

36,020,835 36,801,644

20,304,065 20,122,326

特別会計
一般会計

45.0％

40.0％

35.0％

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

基金残高（３月末）の推移

基金残高
（単位：千円）

10,859,770 10,896,190

10,660,983

11,011,280

10,712,345

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

特別会計
一般会計

金融機関別基金保管状況 (平成３０年５月末）
三菱UFJモルガン・スタンレー証券

５％
みずほ証券

２％

※平成 28 年度より公共下水道事業が公営企業会計へ移行したため特別会計の市債残高が大幅に減少。

36.2％

41.3％

37.5％

38.3％
38.8％

福岡県中央信用組合
２％

大和証券
１２％

宗像農業協同組合
６０％西日本シティ銀行

８％

SMBC日興証券
１１％
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●財政調整基金
　　　５８億７９６４万円
●教育施設建設準備基金
　　　１２億５１６７万円
●減債基金
　　　　３億７６８８万円
●まちづくり基金　
　　　２５億１０６８万円
●文化振興基金　
　　　　２億００００万円
●ふるさとづくり基金　
　　　　　　２５６７万円
●太陽光発電設備管理基金　
　　　　　　　　１３万円
●特別会計分基金　
　　　　４億６７６６万円

○業務の予定量
　年間総処理水量：５４５万５４８６㎥（福間４１９万８８７０㎥・津屋崎１２５万６６１６㎥）
　排　水　戸　数：２０，５７１戸
　主な工事
　　建設工事　管渠築造工事（畦町、東福間、八並、内殿）３億７３００万円
　　改良工事　管渠改築工事（東福間）  ６５３６万円
　　　　　　　マンホール蓋取り換え工事 （若木台）  １１４０万円
○収益的収入及び支出
　下水道事業収益　２０億１７８２万円
　下水道事業費用　１８億５５０９万円
○資本的収入及び支出
　資本的収入　　５億３７１０万円
　資本的支出　１０億２０３２万円
※資本的収入額５億３７１０万円が資本的支出額１ 0 億２０３２万円に対し不足する額４億８３２
１万円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１７２２ 万円、過年度分損益勘定留
保資金７７７０万円及び当年度分損益勘定留保資金３億８８２８万円で補てんした。

〈 基　金 〉

平成 29 年度福津市公共下水道事業会計決算認定（公営企業会計）

出資金　　　　　 ３７億５１２２万円　　（前年度　　３６億　８８９万円） ※１
貸付金（債権）　　　　　２１５３万円　　（前年度　　　　　２４７８万円） ※２
預　金（基金）　１０７億１２３４万円　　（前年度　１１０億１１２８万円） ※３

借　金（市債）　２０１億２２３２万円　　（前年度　２０３億　４０６万円）
借金の内訳　一般会計　２０１億１５３５万円　・　特別会計　６９７万円
注釈
　※１ 出資金　宗像地区事務組合（水道事業）、むなかた地域農業活性化機構など 10団体に出資。
　※２ 貸付金　住宅新築資金等貸付金。
　※３ 預　金　市の経営を将来安定し運営するため、目的別に積み立てている。

平成 29 年度一般会計
自主財源：　８７億　９５９万円　　（前年度　８１億７５３１万円）
依存財源：１３７億５７７１万円　　（前年度１３１億５５７９万円）
財源の構成割合 市税等の自主財源は３８.８％（前年度３８.３％）、地方交付税や国庫支出金などの
依存財源が６１.２％（前年度６１.７％）である。
財政構造の弾力性を測定する指標である経常収支比率は９３.３％（前年度９３.４％）

市の台所事情

市債残高の推移

自主財源比率

市債残高
（単位：千円）
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基金残高（３月末）の推移
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金融機関別基金保管状況 (平成３０年５月末）
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※平成 28 年度より公共下水道事業が公営企業会計へ移行したため特別会計の市債残高が大幅に減少。
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